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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月

売上高 (百万円) 56,599 71,835 84,206 94,539 103,285

経常利益 (百万円) 2,941 3,444 3,845 4,356 4,704

当期純利益 (百万円) 1,485 1,817 1,931 2,279 2,486

持分法を適用した場合の投
資利益 

(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 235 325 1,305 1,305 1,305

発行済株式総数 (株) 3,257,631 3,357,631 5,548,557 5,548,557 11,097,114

純資産額 (百万円) 5,237 7,159 11,212 13,163 15,323

総資産額 (百万円) 18,435 21,670 25,483 29,316 33,127

１株当たり純資産額 (円) 1,607.74 2,084.65 2,012.08 2,362.73 1,380.84

１株当たり配当額 
  
(うち１株当たり中間配当
額) 

(円) 
旧株 15.00 
新株  0.33 

（－）

35.00
  

（－）

50.00
  

（－）

50.00 
  

（－）

28.00
  

（－）

１株当たり当期純利益 (円) 463.26 507.27 418.44 401.06 224.03

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 28.4 33.0 44.0 44.9 46.3

自己資本利益率 (％) 32.9 29.3 21.0 18.7 17.5

株価収益率 (倍) － － 10.8 14.5 15.8

配当性向 (％) 3.2 6.9 11.9 12.5 12.5

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) 3,436 1,458 2,676 3,608 3,468

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) △1,094 △1,904 △3,459 △2,146 △1,658

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(百万円) △74 △366 716 △341 △322

現金及び現金同等物の期末
残高 

(百万円) 5,058 4,246 4,180 5,300 6,788

従業員数 
(外、期末臨時雇用者数) 

(人) 
552 
(784) 

718
(809)

864
(907)

1,005 
(903) 

1,095
(1,011)



    ３．第21期の１株当たり配当額には、株式公開記念配当15円を含んでおります。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第19期及び第20期は新株引受権付社債を発行しておりますが、

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

また、第21期以降については潜在株式が存在しなくなったため記載しておりません。 

５．第19期及び第20期の株価収益率については、当社株式は非上場、非登録でありますので記載しておりません。 

６．第21期までの従業員数（外、期末臨時雇用者数）は、パートタイマーの１日８時間換算による期末人数を、第22期以降

については期中平均人数をそれぞれ外数で記載しております。 

７．第20期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

  



２【沿革】 

  

 年月 事業内容

昭和58年５月 神奈川県横浜市緑区（現：青葉区）桜台に「有限会社みどりドラッグストア」を設立。 

平成２年10月 株式会社に組織変更、同時に「株式会社クリエイトエス・ディー」に社名変更。 

平成３年12月 神奈川県横浜市緑区（現：青葉区）荏田西一丁目に本社を移転。 

平成７年７月 東京都町田市木曽町に境川店（19号店）を開店、東京都下への初出店。 

平成７年７月 神奈川県藤沢市に物流センターを開設し業務を委託。 

平成８年９月 物流センターを神奈川県横浜市瀬谷区本町に移転。 

平成10年２月 初の調剤専門薬局を神奈川県川崎市高津区千年に開設。 

平成10年５月 調剤薬局の経営を目的とした100％子会社株式会社エスディーメディカ設立。 

平成11年１月 平成10年９月開店のつくし野店（東京都町田市）に調剤薬局を併設。 

平成11年６月 株式会社クリエイトエス・ディー（形式上の存続会社）と合併。 

平成11年11月 有限会社つくし野薬局とフランチャイズ契約締結（フランチャイズ形式により１店舗出店）。 

平成12年６月 子会社株式会社エスディーメディカを吸収合併。 

平成12年８月 神奈川県愛甲郡愛川町に物流センターを移転。 

平成14年３月 静岡県裾野市茶畑に裾野茶畑店（100号店）を開店、静岡県への初出店。 

平成15年10月 埼玉県新座市栗原に新座栗原店（135号店）を開店、埼玉県への初出店。 

平成16年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成16年４月 千葉県木更津市朝日に木更津朝日店（151号店）を開店、千葉県への初出店。 

平成16年11月 プライベートブランド商品の製造企画のために100％子会社の㈱エスタを設立。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を解消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年３月 無店舗販売「楽天市場店」開設。 

平成17年12月 ジャスダック証券取引所への上場を解消し、東京証券取引所市場第２部に株式を上場。 



３【事業の内容】 

 当社グループは当社（株式会社クリエイトエス・ディー）及び子会社１社により構成されており、医薬品、化粧品等の小売販

売を主たる業務としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社との当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

小売販売業    ： 主な取扱い商品は医薬品、化粧品、食料品（加工品、日配品）、日用雑貨品等であり当社が担

当しております。 

製造企画、販売業 ： 当社が販売するプライベートブランド商品の製造企画を子会社（株式会社エスタ）が担当して

おります。 

  

  

〔事業系統図〕 

  以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

  

  



５【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１．パートタイマー社員（１日８時間換算）は期中平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当事業年度中において従業員数が90名増加したのは、店舗数の増加にともなう店舗要員及び本部要員増強のためであり

ます。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

    平成18年５月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

（1,011） 
1,095 

29.4 3.4 4,498,120 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰,為替の不安定な動きなどの懸念材料がありましたが、企業の設備投資、

回復傾向を見せている個人消費に支えられ堅調に推移いたしました。 

 当業界におきましては、消費者の健康志向の高まりを背景に、各社とも従来の地盤を越えて積極的な出店を続けていることに

加えて、業界再編の動きも加速化しており、厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況の中、当社は「地域に密着したドラッグストア」を実現するため、引き続き、接客、商品知識を中心とした従

業員教育に積極的に取り組む一方、「生活習慣病」を中心としたテーマ別の健康相談会を定期的に実施することにより、お客様

の健康面での不安解消のお手伝いをするとともにカウンセリング力強化を図ってまいりました。 

 また、お客様の利便性の向上を図るとともに、固定客づくり及び今後の販促活動の有効な手段として磁気ポイントカードシス

テムを導入いたしました。更に、従来からご要望の強かったクレジットカードによるお買い上げ代金の支払にも対応してまいり

ました。 

 商品面では、かぜ薬、花粉症関連商品などの季節商品が全般的に振るわない結果となりましたが、良質のプライベートブラン

ド商品の開発に継続して取り組むことにより価格競争の激化に対応しながらも利益確保を図ってまいりました。加えて、食料

品、日用雑貨品の価格競争力を強化するため流通グループ「ニチリウ」に加盟し、高付加価値商品の導入を図ることといたしま

した。 

 新規出店につきましては、ドラッグストア事業部門で神奈川県に10店舗、東京都に６店舗、静岡県に３店舗、及び千葉県に２

店舗の合計21店舗の出店を行いました。 

 調剤薬局事業部門につきましては、調剤専門薬局１店舗を事業の譲受により開設するとともに、ドラッグストアへの併設の形

で３店舗を開設いたしました。 

 また、経営効率化の観点等からドラッグストア３店舗を閉鎖いたしました。 

 以上により、当事業年度末の店舗数はドラッグストア192店舗（うちＦＣ１店舗、調剤薬局併設14店舗）、調剤専門薬局６店

舗の合計198店舗となりました。 

 主要な品目別売上高は、医薬品部門23,256百万円（前年同期比7.5％増）、化粧品部門18,116百万円（前年同期比13.0％

増）、食料品部門31,465百万円（前年同期比8.8％増）、日用雑貨品部門19,290百万円（前年同期比10.8％増）、その他部門

11,156百万円（前年同期比5.8％増）となりました。 

 これらの結果、売上高は103,285百万円（前年同期比9.3％増）、営業利益4,653百万円（前年同期比7.7％増）、経常利益

4,704百万円（前年同期比8.0％増）、当期純利益2,486百万円（前年同期比9.1％増）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当事業年度のキャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ1,487百万円増加し、当事業年度末

には6,788百万円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は3,468百万円（前期比140百万円減）となりました。これは税引前当期純利益4,681百万円、仕

入債務の増加による収入919百万円、たな卸資産の増加による支出735百万円及び法人税等の支払による支出2,241百万円等の結

果であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は1,658百万円（前期比488百万円減）となりました。これは主に出店に伴う有形固定資産の取得

による支出797百万円及び建設協力金の貸付けによる支出482百万円等の結果であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は322百万円（前期比19百万円減）となりました。これは長期借入金の返済44百万円、配当金の

支払277百万円の結果であります。 

  



２【仕入及び販売の状況】 

(1）品目別仕入実績 

 当事業年度の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2）販売実績 

① 品目別販売実績 

 当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

② 地区別販売実績 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

品目別 
当事業年度

（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

前期比（％） 

医薬品（百万円） 15,251 108.2 

化粧品（百万円） 13,798 111.8 

食料品（百万円） 26,520 104.7 

日用雑貨品（百万円） 15,329 109.4 

その他（百万円） 8,360 108.4 

合計（百万円） 79,260 107.9 

品目別 
当事業年度

（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

前期比（％） 

医薬品（百万円） 23,256 107.5 

化粧品（百万円） 18,116 113.0 

食料品（百万円） 31,465 108.8 

日用雑貨品（百万円） 19,290 110.8 

その他（百万円） 11,156 105.8 

合計（百万円） 103,285 109.3 

地区別 

当事業年度
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 前期比（％） 店舗異動状況 

金額（百万円） 構成比（％）

神奈川県（126店舗） 70,095 67.9 104.7 ９店舗増 

東京都（32店舗） 14,229 13.8 110.4 ５店舗増 

静岡県（ 29店舗） 14,272 13.8 118.4 ３店舗増 

埼玉県（４店舗） 1,909 1.8 120.4 ― 

千葉県（7店舗） 2,778 2.7 262.7 ２店舗増 

合計（198店舗） 103,285 100.0 109.3 19店舗増 



３【対処すべき課題】 

 当業界を取り巻く環境は、各社とも従来の地盤を越えた積極的な出店を続けていることに加えて、医薬品販売の規制緩和の動き

を通じて、スーパーマーケット、コンビニエンスストアなど業態を超えた競合の時代を迎えております。 

 一方で、消費者の「健康志向」はますます強まり、積極的に自分自身で病気予防、健康の維持・増進を求め、予防薬・健康食

品・サプリメント（栄養補助食品）などを買い求める需要は着実に増えております。 

 このような状況の中、当社といたしましては、積極的な出店の継続による事業規模の拡大、お客様の満足する品揃え・価格・

サービスの提供及びより安く提供するためのローコストオペレーションの仕組みづくりに注力してまいります。 

 具体的には、出店については、店舗開発部門の組織変更により開発体制の強化を図るとともに、外部ネットワークの活用によ

り、従来からの郊外・住宅街立地の小商圏フォーマットの他に、駅前立地の開発、他業種との共同での複合出店についても積極的

に取り組み、事業規模の拡大を図ってまいります。 

 商品開発については、子会社の株式会社エスタを通じて高品質のプライベートブランド商品の開発を継続して実施するととも

に、食料品、日用雑貨品を中心に流通グループ「ニチリウ」を通じて高付加価値商品の導入を図り、集客商品の価格強化と高粗利

商品の拡大を図ってまいります。 

 接客サービス面では、従来からの職種別、階層別の社内教育を継続して実施するとともに、業界資格であるヘルスケアアドバイ

ザーの資格取得者増を図ってまいります。これにより、ドラッグストア従業員としての基礎知識、専門知識を習得させ、「相談で

きるドラッグストア」を目指すとともに、医薬品販売の規制緩和の動きにも対応できる体制を作ってまいります。 

 このための具体的施策の一つとして、各種の「健康相談会」「育児相談会」などのテーマ別相談会を定期的に実施し、お客様の

期待に応えてまいります。 

 更に、常にお客様の声を経営に反映させるため、ハガキによります「お客さまの声」とお客さま懇談会「ひっぽちゃんの会」を

通じて寄せられたご意見、ご要望に真摯にお応えしてまいります。 

  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

(1)法的規制について 

 当社の主要な事業活動の継続には、「薬事法」による許可及びその他諸法令にもとづく所轄官公庁の許可・免許・登録等

が必要です。将来、何らかの理由により許可・免許・登録等の取消し等があった場合には、当社の主要な事業活動に支障を

きたすとともに、当社の業績に重大な影響を与える可能性があります。 

(2)医薬品販売の規制緩和 

 厚生労働省は、医薬品販売の規制緩和の一環として、危険性の少ない医薬品を中心に一般小売店で販売できる「医薬部外

品」への移行を進めております。今後とも医薬品販売の規制緩和の動きは続くものと予想されますので、その内容の如何に

よっては、当社の業績に大きな影響を与えるおそれがあります。 

(3)出店政策について 

 当社は平成18年５月31日現在、ドラッグストア192店舗（内、ＦＣ１店舗、調剤薬局併設14店舗）・調剤専門薬局６店舗

を運営しております。最近の当社の業容拡大には以下のとおり、店舗数の拡大が大きく寄与しております。 

 今後も店舗数の拡大を図っていく方針でありますが、出店交渉の遅延等の理由により計画どおりの出店ができない場合に

は当社の利益計画に影響を与える可能性があります。 

最近5年間の業績及び店舗数の推移は以下のとおりであります。 

                                         （単位：百万円） 

（注）売上高には消費税等は含まれておりません。 
  

  (4)調剤業務について 

 医薬分業が進展するに従い、処方箋の応需枚数が飛躍的に増加することが予想されます。当社では、薬剤師の調剤に対す

る知識の充実について、積極的に取り組んでおります。また、調剤ミスを防止すべく「過誤防止マニュアル」にもとづき 

  ①「劇薬」「毒薬」「麻薬」「向精神薬」は区分して保管する。 

  ＊他に重点管理品目として区分して管理するものも指定している。 

  ②「内用薬」「外用薬」は区分して保管する。 

③医薬品棚には併用してはいけないもの、ある疾患に対して服用してはいけないもの、長期投与不可のもの等をシール

にて分かるように表示する。 

  ④調剤ミス防止10カ条を作成し、薬剤師が毎日唱和・確認する。 

等々、細心の注意を払い調剤業務を行っております。また、調剤業務を行う全店において「薬局賠償責任保険」に加入し

ております。 

  しかしながら、調剤薬の欠陥・調剤ミス等が発生した場合には、将来訴訟を受ける可能性があります。 

(5)薬剤師の確保について 

 薬局（ドラッグストアを含む）の開設及び経営にあたっては、「薬事法」の規定により店舗ごとに薬剤師の配置が義務付

けられているほか、「薬剤師法」により薬剤師でない者が調剤業務を行ってはならないとされております。 

 業界全体におきまして、薬剤師の採用、確保は重要な課題とされておりますが、当社におきましても今後の店舗数の拡大

に際しましては薬剤師の確保が重要であり、その確保の状況が出店計画に影響を及ぼす可能性があります。更に、平成18年

4月に薬学部に入学する者から、薬剤師になるためには６年制の薬学部を卒業しなければ国家試験の受験資格が得られない

こととなることへの対応も控えております。 

  

期別 

項目 
平成14年５月期 平成15年５月期 平成16年５月期 平成17年５月期 平成18年５月期 

売上高 56,599 71,835 84,206 94,539 103,285 

営業利益 2,972 3,450 3,807 4,321 4,653 

経常利益 2,941 3,444 3,845 4,356 4,704 

当期純利益 1,485 1,817 1,931 2,279 2,486 

期末店舗数 109店 129店 153店 179店 198店 



(6)パートタイマー従業員の社会保険適用について 

 厚生労働省は、次期年金改革としてパートタイマー労働者の社会保険（厚生年金・健康保険）への適用基準を拡大し、

「勤務時間が週の所定時間20時間以上」のパートタイマーに社会保険への加入を義務付けることを検討していると報じら

れております。 

 検討案の適用がなされた場合には、パートタイマー従業員数の多い当社にとって加入対象者増加に伴う事業主負担が増

大するおそれがあります。 

 当社といたしましては、法改正がなされた場合には業績への影響を避けるため、一日の所定労働時間及び週当たり勤務

日数の短縮調整を検討する予定でありますが、この場合、当社のパートタイマー従業員の雇用政策や店舗運営において影

響が出る可能性があります。 

 なお、平成18年5月31日現在、当社パートタイマー従業員2,071名のうち社会保険未適用者数は1,948名であります。 

  (7)個人情報の取扱いについて 

 当社は多岐にわたる個人情報を、顧客の信頼のもとに取り扱っております。「個人情報保護法」の施行により、コン

ピュータシステムのセキュリティ強化と、顧客データの管理体制を確立いたしました。 

 その機密保持には現在考えられる高度なシステムセキュリティ対策を取り、関連諸規程による従業員教育を継続的に実

施いたしております。 

 しかしながら、万が一外部要因による不可抗力のシステムトラブルや、人為的操作等により情報流失が発生した場合に

は、社会的な制裁を受け、業績に影響を与えるおそれがあります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 
フランチャイジーとの加盟契約 

フランチャイズ契約の要旨 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  イ．契約内容 フランチャイジーは、契約店舗を自己の経営責任において「クリエイトエス・ディ

ー」フランチャイズの経営に専念することとし、経営指導、店舗の営業・運営指導

援助、研修・訓練、売上金入金等その他についての契約 

  ロ．契約品目 薬品、化粧品、日用雑貨、家庭品、一部食品、その他便利性の多品種 

  ハ．契約期間 平成16年11月１日～平成18年10月31日 

ただし、期間満了後、甲乙協議の上２年毎延長できる。 

  ニ．ロイヤリティー 当社からの商品供給総額を基準とした 基本料＋一定料率 

  ホ．契約先 有限会社つくし野薬局（南成瀬店） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

  （１）重要な会計方針及び見積り 

    当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。 

   この財務諸表の作成に当たりまして、必要と思われる見積りは、合理的な基準に基づいて実施しております。 

    詳細につきましては、「第５ 経理の状況 重要な会計方針」に記載しております。 

  

  （２）当事業年度の経営成績の分析 

 当社の当事業年度の経営成績は、景気回復を受けて出店条件が厳しくなり、新規出店店舗数が計画を下回った他、かぜ薬、

花粉症薬等の季節商品が全般的に振るわず、売上高は伸び悩んでおります。利益面では、プライベートブランド商品の拡大に

継続して取組み、売上総利益率の改善を図りましたが、お客様の利便性向上を狙って導入しました新ポイントカードシステム

関連の費用が計画を大幅に上回る結果となりました。 

 以上の結果、売上、利益面ともに当初計画を達成することはできませんでしたが、期中に修正いたしました数値について

は、いずれも達成することができ、増収増益、過去最高益の更新をすることができました。 

  

  （３）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社を取り巻く事業環境は、法的規制の緩和による他業態をも巻き込んだ競争の激化、薬剤師の量的・質的確保への対応、

社会保険料のパートタイマーへの適用拡大に伴うコスト増等の懸念材料が存在しております。 

 これらはいずれも当社の業績や財政状態に影響を与える可能性があります。詳細は「４．事業等のリスク」に記載のとおり

であります。 

  

  （４）戦略的現状と見通し 

    ①出店戦略 

 当社は、神奈川県、東京都、静岡県、埼玉県及び千葉県を主要な出店エリアとし、首都圏での店舗展開を続けてまいりま

す。 

 ドラッグストア事業部門では、当社の強みである郊外・住宅街立地の小商圏フォーマットを中心とする他、駅前立地の開

発、他業種との共同での複合出店の促進等により年間40店舗程度の出店を計画しております。 

 調剤薬局事業部門におきましても、ドラッグストアへの併設という形を中心として、毎年10店舗程度の出店を計画しており

ます。 

②商品・店舗運営戦略 

  ますます激化する競争に勝ち残っていくために、顧客第一主義の実践を図ってまいります。 

 具体的には 

 イ．「きわめて感じのよい応対」の更なるレベルアップ 

 ロ．「整理整頓」のできばえ評価の実施と個別フォロー 

 ハ．お客様のご意見、ご要望に対する真摯な対応 

 ニ．高品質のプライベートブランド商品の開発及び高付加価値商品の導入 

 ホ．積極的な改装及び棚割のリニューアルによる品揃えの充実 

 ヘ．ヘルスケア、ビューティケア部門を中心に接客、商品知識面での教育を継続実施し、「相談できるドラッグストア」の実

現 

 ト．磁気ポイントカード、クレジットカード等の導入により顧客の利便性の向上 

    等を推進してまいります。 

  

  （５）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社の資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より140百万円少ない3,468百万円のキャッシュを得

ております。これは、税引前当期純利益4,681百万円、減価償却費820百万円、仕入債務の増加による収入919百万円、たな卸資

産の増加による支出735百万円、売上債権の増加による支出277百万円及び法人税等の支払による支出2,241百万円等の結果であ

ります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、当事業年度は新規出店数が前事業年度を下回ったこともあり、前事業年度より488

百万円少ない1,658百万円を使用しております。これは主に出店に伴う有形固定資産の取得による支出797百万円及び建設協力金

の貸付けによる支出482百万円等の結果であります。 

  



 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より19百万円少ない322百万円の資金の使用となりました。これは長期

借入金の返済44百万円及び配当金の支払277百万円の結果であります。 

  

  （６）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社の経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するように努めておりますが、業界再

編及び医薬品販売の規制緩和の動き等をみますと、当社を取り巻く環境は、さらに厳しさを増すことが予想されます。 

 当社といたしましては、積極的な出店を継続することにより、安定した事業基盤の構築に努めるとともに、子会社である株

式会社エスタの開発商品を中心としたプライベートブランド商品の拡充及び新たに加盟いたしました「ニチリウ」を通じて高

付加価値商品の導入により、差別化と収益力の向上を図ってまいります。 

 併せて、接客教育の強化及び各種顧客サービスの充実により、固定客づくりにも注力してまいります。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度における設備投資額は、2,097百万円で、その主なものは新規出店に伴い取得した有形固定資産、店舗賃貸借に係る

建設協力金、敷金・保証金及び出店予約金などであります。 

 なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

 平成18年５月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

（注）１．帳簿価額の内「その他有形固定資産」の主なものは工具器具備品1,099百万円であります。 

２．帳簿価額の内「その他」は建設協力金857百万円、敷金及び保証金2,923百万円であり、出店仮勘定は含めておりません。 

３．従業員数の［ ］は、期中平均のパートタイマーを８時間換算の外数で記載しております。 

４．調剤専門薬局５店舗が含まれております。 

５．フランチャイズ店１店舗が含まれております。 

６．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

７．上記の他、他の者から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

事業所名 
（所在地） 

設備 
の 
内容 

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人） 建物及び構

築物 
その他有形
固定資産 

土地
（面積㎡） 

その他 合計 

神奈川県 
（126店舗） 

（注）４． 
店舗 1,398 510 

1,063 

（9,250）
2,591 5,564 

640
(637) 

東京都 
（32店舗） 

（注）５. 
店舗 339 188 － 494 1,022 

139
(138) 

静岡県 
（29店舗） 

店舗 1,128 242 － 446 1,816 
135
(146) 

埼玉県 
（4店舗） 

店舗 12 36 － 44 94 
20
(16) 

千葉県 
（7店舗） 

店舗 127 86 － 90 304 
35
(33) 

神奈川県 
（本部・その他） 

事務所 222 34 
271 

（664）
115 643 

126
(41) 

合計 ― 3,229 1,100 
1,334 

（9,914）
3,781 9,445 

1,095
(1,011) 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 年間リース料（百万円） リース契約残高（百万円）

各店舗 店舗設備 422 1,039 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

 当事業年度末現在において下記のとおり店舗の新設を計画いたしておりますが、その一部については出店場所、投資額、開店

時期等の詳細は未定であります。 

  （注）上記金額には消費税等を含んでおりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

(3）重要な改修 

 該当事項はありません。 

  

設備の内容 
投資予定金額 

資金調達方法 
総額（百万円） 既支払額（百万円） 

店舗（25店舗） 2,500 405 自己資金 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）平成18年４月12日開催の取締役会決議により、平成18年６月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発行可能株式総数

は26,860,000株増加し、53,720,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

（注）平成18年６月１日付をもって、普通株式１株を２株に分割しております。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

     該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 26,860,000 

計 26,860,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年５月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年８月28日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,097,114 22,194,228
東京証券取引所
市場第二部 

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

計 11,097,114 22,194,228 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．第１回新株引受権行使 

発行価格       285円 

資本組入額      143円 

行使者は、有限会社ヤマモトであります。 

２．有償第三者割当 

発行価格      1,800円 

資本組入額      900円 

割当先は、従業員持株会であります。 

３．第１回新株引受権行使 

発行価格       285円 

資本組入額      143円 

行使者は、有限会社ヤマモト、山本洋平、山本郷子、横浜キャピタル株式会社であります。 

４．第２回新株引受権行使 

発行価格       470円 

資本組入額      235円 

行使者は、有限会社ヤマモト、山本洋平、山本郷子であります。 

５．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数     500,000株 

発行価格      3,600円 

発行価額      3,348円 

資本組入額     1,360円 

払込金総額   1,674百万円 

６．普通株式１株を２株に分割しております。 

７．平成18年４月12日開催の取締役会決議により、平成18年６月１日付で普通株式１株を２株に分割しております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成14年５月24日 
（注）１ 

52,631 3,257,631 7 235 7 135

平成15年４月29日 
（注）２ 

100,000 3,357,631 90 325 90 225

平成15年10月30日 
（注）３ 

1,052,630 4,410,261 149 475 149 375

平成15年10月30日 
（注）４ 

638,296 5,048,557 149 625 149 525

平成16年２月12日 
（注）５ 

500,000 5,548,557 680 1,305 994 1,519

平成17年７月20日 
（注）６ 

5,548,557 11,097,114 ― 1,305 ― 1,519



(4）【所有者別状況】 

（注）自己株式62株は「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。 

  

(5）【大株主の状況】 

  

    
平成18年５月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 20 9 57 34 － 3,938 4,058 －

所有株式数 
（単元） 

－ 12,238 80 23,045 8,400 － 67,204 110,967 414

所有株式数の
割合（％） 

－ 11.03 0.07 20.77 7.57 － 60.56 100.00 －

    平成18年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山本久雄 東京都町田市 3,120 28.12 

有限会社ヤマモト 東京都町田市つくし野２丁目26-16 2,157 19.44 

山本洋平 東京都町田市 1,331 12.00 

山本いつ子 東京都町田市 860 7.75 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11-３ 361 3.26 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８-11 310 2.79 

クリエイトエス・ディー従 
業員持株会 

神奈川県横浜市青葉区荏田西１丁目９-15 181 1.64 

第一生命保険相互会社特別勘
定年金口（常代）資産管理サ
ービス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目8-12晴海アイラン
ドトリトンスクエアＺ棟 

128 1.16 

クレディスイスルクセンブル
グエスエーデポジタリーバン
ク（常任代理人 株式会社三
菱東京ＵＦＪ銀行）  

56 GRAND RUE L-1660 LUXEMBOURG
（東京都千代田区丸の内２丁目7-1カスト
ディ業務部） 

78 0.70 

ジェーピーモルガンチェース
バンク385067 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番7号) 

76 0.69 

計 － 8,605 77.55 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成18年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,096,700 110,967
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

単元未満株式 普通株式    414 － 同上 

発行済株式総数 11,097,114 － － 

総株主の議決権 － 110,967 － 

    平成18年５月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社クリエイ

トエス・ディー 

横浜市青葉区荏田

西一丁目９番15号 
－ － － －

計 － － － － －



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  



(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   

３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと認識し、あわせて財務体質の強化と今後の事業展開に備えるため

に内部留保の充実を図ることを基本としております。具体的な利益還元策として、株主重視を目指す経営の観点から、純資産配

当率に基づき配当をすることとし、当面は同比率2.0％を基準としたいと考えております。 

 当事業年度におきましては、上記配当方針に従い平成18年8月25日開催の定時株主総会において、当事業年度末現在の株式１株

当たり普通配当28円（分割遡及修正後の前期１株当たり配当比３円増配）とすることを決定いたしました。 

 内部留保金につきましては、積極的な店舗展開を続け、事業規模の拡大を図ることにより、更なる企業価値の向上に努めるた

めに有効利用してまいります。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年11月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し、中

間配当を行うことができる」旨を定款に定めております。 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

株主総会（平成―年―月―日）での決議状況 
（取得期間―年―月―日～―年―月―日） 

― ― 

当事業年度前における取得自己株式 31 122,760 

当事業年度における取得自己株式 31 ― 

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ― 

当期間における取得自己株式 62 ― 

提出日現在の未行使割合（％） ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額 

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額 

（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自

己株式 
― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移

転を行った取得自己株式 
― ― ― ― 

その他 

（―） ― ― ― ― 

保有自己株式数 62  124  



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．当社株式は、平成16年２月12日付をもって日本証券業協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については

該当事項はありません。 

２．第22期の最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。第22期の事業年度別最高・最低株価のうち、※印は日本証券業協会の公表のものであ

ります。 

なお、平成17年４月18日開催の取締役会において、平成17年5月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録

された株主の所有株式数を、１株につき２株の割合をもって分割することを決議いたしております。口印は株式分割権

利落後の株価であります。 

３．第23期の最高・最低株価は、平成17年12月22日より東京証券取引所におけるものであり、それ以前はジャスダック証券

取引所の公表のものであります。第23期の事業年度別最高・最低株価のうち、※印はジャスダック証券取引所の公表の

ものであります。 

なお、平成18年４月12日開催の取締役会において、平成18年5月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録

された株主の所有株式数を、１株につき２株の割合をもって分割することを決議いたしております。口印は株式分割権

利落後の株価であります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成17年12月22日より東京証券取引所におけるものであり、それ以前はジャスダック証券取引所の

公表のものであります。なお、平成17年12月の月別最高・最低株価のうち、※印はジャスダック証券取引所の公表のも

のであります。 

２．平成18年４月12日開催の取締役会において、平成18年5月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された

株主の所有株式数を、１株につき２株の割合をもって分割することを決議いたしております。なお、口印は株式分割権

利落後の株価であります。 

  

  

回次 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

最高（円） － － 6,100
6,400
※5,520 
口2,905 

5,100 
※5,150 
口1,770 

最低（円） － － 3,800
4,500
※4,210 
口2,790 

3,200 
※2,850 
口1,701 

月別 平成17年12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高（円） 
5,000 
※5,150 

5,100 4,850 4,550 4,320
3,780 
口1,770 

最低（円） 
4,560 
※4,250 

4,340 3,800 4,030 3,580
3,200 
口1,701 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役会長
(代表取締役) 

  山本 久雄 昭和23年４月７日生

昭和58年５月 有限会社みどりドラッグストア

（現当社）設立 代表取締役社

長就任 

平成10年４月 有限会社ヤマモト設立 代表取

締役社長就任（現任） 

平成10年５月 株式会社エスディーメディカ設

立 代表取締役社長就任 

平成14年８月 当社代表取締役会長就任 

       （現任） 

平成15年５月 グレートアンドグランド株式会

社取締役会長就任（現任） 

6,240,000

取締役社長
(代表取締役) 

  若尾 鐵志郎 昭和20年８月14日生

昭和44年４月 株式会社主婦の店ダイエー（現

株式会社ダイエー）入社 

平成５年５月 同社取締役店舗企画本部長就任 

平成13年５月 当社入社 執行役員副社長 

平成13年８月 当社取締役副社長就任 

平成14年８月 当社代表取締役社長就任 

       （現任） 

平成16年11月 株式会社エスタ取締役就任 

       （現任） 

120,800

常務取締役 人材開発部長 山本 いつ子 昭和25年９月４日生

昭和58年５月 有限会社みどりドラッグストア

（現当社）設立 取締役就任 

平成10年４月 有限会社ヤマモト取締役（現

任） 

平成14年１月 当社人材開発部長 

平成14年８月 当社常務取締役就任 人材開発

部長（現任） 

1,720,000

取締役 店舗運営本部長 斉藤 宰 昭和35年４月27日生

昭和59年６月 有限会社ハヤカワボディークラ

フト入社 

平成４年６月 当社入社 

平成９年７月 当社ゾーンマネージャー 

平成10年７月 当社店舗運営グループ長 

平成12年６月 当社取締役就任（現任） 店舗

運営部長 

平成14年８月 当社店舗運営本部長兼Ａゾーン

ゾーンマネージャー（現任） 

41,400

取締役 財経部長 江口 温 昭和22年２月21日生

昭和45年４月 株式会社ダイエー入社 

平成６年５月 ダイエー投資顧問㈱代表取締役

社長 

平成９年11月 ㈱ダイエーオリンピックスポー

ツクラブ経営企画室長 

平成14年９月 当社入社 財経部長 

平成15年８月 当社取締役就任 財経部長（現

任） 

平成16年11月 株式会社エスタ取締役就任 

       （現任） 

1,000



 （注）１．監査役のうち、清家弘直氏及び園山富徳氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ２．常務取締役山本いつ子は、代表取締役会長山本久雄の配偶者であります。 

３．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各部の業務執行機能を明確に

区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

執行役員は７名で、商品本部長高木均、店舗開発本部長浅見雅光、店舗企画部長砂生和男、北関東開発部長黒河内寿

一、システムサポート部長阿部光紀、総務部長山野辺宗男、薬事部長笠井久利で構成されております。 

４．当社は、会社法第329条第２項に基づき補欠監査役１名を選任しております。 

  補欠監査役の略歴は次のとおりであります。   

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株） 

取締役 経営企画室長 中浦 茂人 昭和29年11月７日生

昭和53年４月 株式会社ダイエー入社 

平成９年３月 同社東北エリア エリアマネー

ジャー 

平成14年４月 当社入社 

平成14年９月 当社経営企画室長 

平成15年８月 当社取締役就任 経営企画室長 

       （現任） 

1,400

常勤監査役   清家 弘直 昭和17年３月28日生

昭和39年４月 株式会社主婦の店ダイエー（現

株式会社ダイエー）入社 

昭和61年５月 同社取締役財務経理室長 

平成２年６月 同社常務取締役 

平成７年５月 同社監査役就任 

平成13年５月 同社監査役退任 

平成15年８月 当社監査役就任 

平成17年８月 当社常勤監査役（現任） 

600

監査役   馬庭 修一 昭和22年３月10日生

昭和46年４月 ウェストン株式会社（現ユニデ

ン株式会社）入社 

平成４年10月 同社経理部次長 

平成12年２月 当社入社 

平成14年１月 当社経営企画室主席 

平成15年４月 当社常勤監査役就任 

平成16年10月 エグザクト株式会社監査役就任

（現任） 

平成16年11月 株式会社エスタ監査役就任 

平成17年８月 同社監査役退任        

平成17年８月 当社監査役（現任） 

2,200

監査役   園山 富徳 昭和11年８月10日生

昭和37年12月 島根県農業信用基金協会 

昭和45年10月 株式会社ダイエー入社 

昭和58年３月 株式会社オ・プランタン・ジャ

ポン入社 

昭和60年４月 園山会計事務所（現任） 

平成15年８月 当社監査役就任（現任） 

600

計 8,128,000

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 

（株） 

荻原静夫 昭和10年7月30日生 

昭和38年４月 弁護士登録 

平成２年４月 第一東京弁護士会副会長 

平成11年４月 第一東京弁護士会常議員会議長 

平成15年４月 関東弁護士会連合会理事長 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、法令の遵守に基づく企業倫理の重要性を認識し、変動する社会、経済環境に対応した迅速な経営の意思決定と、経営

の健全性の向上を図ることによって株主価値を高めることを経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけております。 

 これを実現するために、株主の皆様の権利保護、平等性の確保、ステイクホルダー（お客様、株主の皆様、お取引先様、地域

社会、従業員等）との良好な関係の構築、情報開示の充実、及び株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人など、法律上の機

能制度を一層強化・改善・整備しながら、コーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えております。 

  

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の説明 

 当社は、監査役制度採用の経営体制を基本とし、取締役会の機動性を重視するとともに、業務執行面での迅速な対応を図

るため執行役員制度を併せてとっております。 

      

   ② 会社の機関、内部統制の関係 

  
 

  

    

   ③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 取締役会は月1回の定例取締役会のほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関

する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次監督しております。 

 また、社外取締役の選任は行なっておりませんが、社外監査役２名を含んだ３名の監査役体制で臨むとともに、代表取締

役社長と３名の監査役との定期的な意見交換の場を持ち、監査役制度の充実強化を図っております。 

  

   ④ 内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査は、業務改革推進部４名により、店舗及び本部各部の日常業務が社内規程及び業務マニュアルに従って実施され

ているか確認し、その結果は代表取締役社長に報告されています。監査役監査は、各監査役が毎月開催される取締役会及び

監査役会にに出席するほか、常勤監査役がその他の重要な会議に出席、各議事録の閲覧及び稟議書の確認等を行うことによ

り実施されております。また、内部監査の重要事項や会計監査の結果についても確認を行っております。 

  



   ⑤ 会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は杉田 純、川野佳範の両氏であり、三優監査法人に所属しております。ま

た、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補３名であります。 

   ⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社は、社外取締役を選任しておりません。また、社外監査役２名は「５ 役員の状況」に記載のとおり当社の株式を保

有しておりますが、その他提出会社との人的関係、取引関係及びその他の利害関係については、該当事項はありません。 

  

  （2）リスク管理体制の整備の状況 

イ．定例取締役会において、月次の財務状況、営業状況及び店舗開発状況の報告がされている他、必要に応じて臨時取締役

会が開催され、現状の把握とリスクへの早期対応を行っております。 

ロ．内部監査担当部署が各店舗及び本部各部署の業務執行状況を定期的に監査することで、リスクの所在を早期に発見し、

迅速な対応をとる仕組みを作っております。 

ハ．緊急連絡網を整備し、店舗でのあらゆる事故に対して速やかに情報収集できる仕組みを整えており、必要に応じて対策

本部を設置できる体制を整えております。 

ニ．各店舗で発生した事故、クレームを毎月集約し、同様の事故、クレームの再発防止に努めている他同種の事故、クレー

ム発生時に適切な対応を迅速にとることにより早期解決につなげております。 

     

  （3）その他 

      イ．取締役及び監査役に支払った報酬等の内容 

     （注）１．使用人兼務役員の使用人部分の報酬額は23百万円であります。 

２．平成15年８月27日開催の株主総会決議による報酬限度額は、取締役月額50百万円以内、監査役月額５百万円以

内であります。 

         

       ロ．会計監査人に対する報酬の内容 

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人に対する報酬等の額と証券取引法上の監査

に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、①の金額はこれらの合計額を記載

しております。 

  

       

区分 

取締役 監査役 計 

支給 

人員 
支給額 

支給 

人員 
支給額 

支給 

人員 
支給額 

定款又は株主総会決議に基づく

報酬 

名 

６ 

百万円 

188

名 

３ 

百万円 

14 

名 

９ 

百万円 

203 

役員賞与 ６ 52 ３ 1 ９ 54 

計 －
 

240 －
 

16 －
 

257 

項      目 支払額 

①公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額 
百万円 

18 

②公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 ― 

合  計 18 



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業 

年度（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財

務諸表等規則に基づいて作成しております。 

    

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）及び当事業年度

（平成17年６月１日から平成18年５月31日まで）の財務諸表について、三優監査法人により監査を受けております。 

  

  

３．連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では、子会社の

資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものと

して、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

  資産基準      0.7％ 

  売上高基準     0.8％ 

  利益基準      0.5％ 

  利益剰余金基準   0.1％ 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年５月31日） 
当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金    5,300  6,788  

２．売掛金    394 672  

３．商品    8,494   9,166  

４．貯蔵品    ―   71  

５．前払費用    437 493  

６．繰延税金資産    286   386  

７．未収入金    822   1,095  

８．その他    14 12  

流動資産合計    15,749 53.7  18,686 56.4 

Ⅱ 固定資産         

(1)有形固定資産         

１．建物 ※１ 3,934   4,300   

減価償却累計額   1,120 2,813  1,408 2,892  

２．構築物   632   666   

減価償却累計額   256 376  329 336  

３．車両運搬具   5  3   

減価償却累計額   4 1 3 0  

４．工具器具備品   1,872  2,233   

減価償却累計額   807 1,064  1,134 1,099  

５．土地 ※１  1,334   1,334  

有形固定資産合計    5,590 19.1  5,663 17.1 

(2)無形固定資産         

 １.営業権    ―  221  

２．借地権    44  44  

３．ソフトウェア    35  59  

４．電話加入権    25  26  

無形固定資産合計    105 0.4  352 1.1 



  

   
前事業年度

（平成17年５月31日） 
当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(3)投資その他の資産         

１．投資有価証券    269   73  

２．関係会社株式    50   50  

３．出資金    0   0  

４．長期貸付金    2,853   3,167  

５．長期前払費用    512   564  

６．繰延税金資産    231   282  

７．建設協力金    1,045   857  

８．敷金及び保証金    2,683   2,923  

９．出店仮勘定    158   440  

10．その他    69   64  

貸倒引当金    △4   ―  

投資その他の資産合計    7,871 26.8 8,424 25.4 

固定資産合計    13,567 46.3  14,440 43.6 

資産合計    29,316 100.0  33,127 100.0 

          

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金    12,246   13,166  

２．一年内返済予定長期借
入金 

※１  44   43  

３．未払金    638 737  

４．未払費用    867   956  

５．未払法人税等    1,223   1,424  

６．未払消費税等    118   169  

７．預り金    60   68  

８．賞与引当金    54 60  

９．役員賞与引当金    ― 54  

10．ポイントカード引当金    ―   131  

11．閉鎖店舗損失引当金    ―   5  

12．その他    0 37  

流動負債合計    15,255 52.0  16,854 50.9 



  

  

   
前事業年度

（平成17年５月31日） 
当事業年度 

（平成18年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※１  287   243  

２．退職給付引当金   331   407  

３．役員退職慰労引当金   184   226  

４．預り保証金   94   72  

固定負債合計   898 3.1  949 2.8 

負債合計   16,153 55.1  17,804 53.7 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  1,305 4.5  ― ― 

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金   1,519   ―   

資本剰余金合計    1,519 5.2  ― ― 

Ⅲ 利益剰余金         

１．利益準備金   13   ―   

２．任意積立金         

別途積立金   7,500   ―   

３．当期未処分利益   2,817   ―   

利益剰余金合計    10,331 35.2  ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額

金 
   6 0.0  ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※３  △0 △0.0  ― ― 

資本合計    13,163 44.9  ― ― 

負債資本合計    29,316 100.0  ― ― 

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

  １.資本金    ― ―  1,305 3.9 

  ２.資本剰余金         

  （1）資本準備金   ― 1,519  

 資本剰余金合計    ― ―  1,519 4.6 

  ３.利益剰余金         

  （1）利益準備金   ― 13  

  （2）その他利益剰余金         

     別途積立金   ―   9,500   

     繰越利益剰余金   ―   2,972   

 利益剰余金合計    ― ―  12,486 37.7 

  ４.自己株式    ― ―  △0 △0.0 

 株主資本合計    ― ―  15,311 46.2 

Ⅱ 評価・換算差額等         

1.その他有価証券評価差

額金 
   ― ―  11 0.1 

 評価・換算差額等合計    ― ― 11 0.1 

 純資産合計    ― ―  15,323 46.3 

 負債純資産合計    ― ―  33,127 100.0 

     



②【損益計算書】 

  

    
前事業年度

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    94,539 100.0  103,285 100.0 

Ⅱ 売上原価         

１．商品期首たな卸高   7,758   8,494   

２．当期商品仕入高   73,480   79,251   

３．事業の譲受による商品受入   ―   8  

合計   81,238   87,754   

４．他勘定振替高 ※1 44   37   

５．商品期末たな卸高   8,494 72,699 76.9 9,166 78,550 76.1 

売上総利益    21,839 23.1  24,734 23.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

１．広告宣伝費   1,798   2,218   

２．ポイントカード引当金繰入額   ―   131   

３．役員報酬   196   203   

４．給与手当   6,429   7,213   

５．賞与   706   802   

６．賞与引当金繰入額   54   60   

７．役員賞与引当金繰入額   ―   54   

８．退職給付費用   70   88   

９．役員退職慰労引当金繰入額   40   41   

10．法定福利費   553   639   

11．水道光熱費   744   809   

12．減価償却費   691   820   

13．消耗品費   320   263   

14．地代家賃   3,513   3,936   

15．その他   2,398 17,518 18.5 2,798 20,081 19.4 

営業利益    4,321 4.6  4,653 4.5 

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   34   45   

２．有価証券利息   2   2   

３．受取配当金   0   1   

４．その他   19 56 0.0 42 91 0.1 

     



  

  

    
前事業年度

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   12   9   

２．新株発行費   ―   3   

３．上場準備費用   ―   24   

４．事故弁償金   7   ―   

５．その他   2 22 0.0 2 40 0.0 

経常利益    4,356 4.6  4,704 4.6 

Ⅵ 特別損失         

１．固定資産除却損 ※２ 2 0   

２．リース中途解約違約金   96   ―   

 ３．閉鎖店舗損失   ―   17   

４．閉鎖店舗損失引当金繰入額   ― 98 0.1 5 23 0.1 

税引前当期純利益    4,257 4.5  4,681 4.5 

法人税、住民税及び事業税   2,190   2,350   

法人税等調整額   △212 1,977 2.1 △154 2,195 2.1 

当期純利益    2,279 2.4  2,486 2.4 

前期繰越利益    538 ―  

当期未処分利益    2,817 ―  
          



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

  

  

  

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計 資 本 

準備金 
資本剰余
金合計 

利 益
準備金 

その他利益剰余金
利 益
剰余金 
合 計 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年5月31日残高（百万円） 1,305 1,519 1,519 13 7,500 2,817 10,331 △0 13,156

事業年度中の変動額   

剰余金の配当（百万円）  △277 △277  △277

役員賞与の支払（百万円）  △54 △54  △54

別途積立金の積立（百万円）  2,000 △2,000 ―  ―

当期純利益（百万円）  2,486 2,486  2,486

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）（百万円） 

  

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

― ― ― ― 2,000 154 2,154 ― 2,154

平成18年5月31日残高（百万円） 1,305 1,519 1,519 13 9,500 2,972 12,486 △0 15,311

  

評価・換算差額等 

純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

平成17年5月31日残高（百万円） 6 6 13,163

事業年度中の変動額  

剰余金の配当（百万円）  △277

役員賞与の支払（百万円）  △54

別途積立金の積立（百万円）  ―

当期純利益（百万円）  2,486

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）（百万円） 

4 4 4

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

4 4 2,159

平成18年5月31日残高（百万円） 11 11 15,323



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
前事業年度

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日）

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

１．税引前当期純利益 4,257 4,681 

２．減価償却費 691 820 

３．賞与引当金の増加・減少（△）額 8 6 

４．役員賞与引当金の増加・減少（△）額 ― 54 

  ５．ポイントカード引当金の増加・減少(△)額   ― 131 

  ６．閉鎖店舗損失引当金の増加・減少（△）額   ― 5 

７．退職給付引当金の増加・減少（△）額 55 76 

８．役員退職慰労引当金の増加・減少（△）額 36 41 

９．受取利息及び受取配当金 △37 △48 

10．支払利息 12 9 

11．売上債権の減少・増加（△）額 △72 △277 

12．たな卸資産の減少・増加（△）額 △736 △735 

13．未収入金の減少・増加（△）額 △101 △272 

14．仕入債務の増加・減少（△）額 1,604 919 

15．未払金の増加・減少（△）額 109 101 

16．未払費用の増加・減少（△）額 114 88 

17．未払消費税等の増加・減少（△）額 △96 50 

18．役員賞与の支払額 △48 △54 

19．その他 29 118 

小計   5,825 5,715 

20．利息及び配当金の受取額 3 3 

21．利息の支払額 △12 △9 

22．法人税等の支払額 △2,208 △2,241 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,608 3,468 



  

  

  
前事業年度

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日）

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１．有形固定資産の取得による支出 △1,359 △797 

２．無形固定資産の取得による支出 △19 △39 

３．投資有価証券の償還による収入 ― 200 

４．貸付けによる支出 △661 △482 

５．貸付金の回収による収入 216 255 

６．長期前払費用の増加による支出 △115 △105 

７．建設協力金の回収による収入 170 187 

８．敷金保証金の差入による支出 △169 △266 

９．敷金保証金の回収による収入 9 99 

10．出店仮勘定の増加による支出 △170 △405 

11. 関係会社株式取得による支出 △50 ― 

12．事業の譲受による支出 ※２ ― △285 

13．その他 3 △18 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,146 △1,658 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１．長期借入金の返済による支出 △64 △44 

２．配当金の支払額 △276 △277 

財務活動によるキャッシュ・フロー △341 △322 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 1,120 1,487 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 4,180 5,300 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 5,300 6,788 

  



⑤【利益処分計算書】 

利益処分計算書 

  

  

  次へ 

    前事業年度
（株主総会承認日 

  平成17年８月26日) 
  

区分   金額（百万円）     

Ⅰ 当期未処分利益    2,817    

Ⅱ 利益処分額        

  １．配当金   277     

  ２．役員賞与金   54     

  ３．任意積立金        

   （1）別途積立金   2,000 2,331    

Ⅲ 次期繰越利益    486     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 (1） 

償却原価法（定額法）    ─── 

  (2) 子会社株式及び関連会社株式 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法        同左 

  (3) その他有価証券 (3) その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）    

  時価のないもの 時価のないもの 

  投資事業有限責任組合出資金につい

ては、当該投資事業有限責任組合の

直近の決算書の当社持分割合で評

価、その他については移動平均法に

よる原価法 

     同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 (1) 商品 

売価還元法による原価法 同左 

   (2)  (2) 貯蔵品 

  ───   最終仕入原価法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法 同左 

   ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  

  

  

  建物 10年～50年 

  構築物 10年～50年 

  工具器具備品 ３年～20年 

  

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

     定額法 

   ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

 ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

 営業権については、５年間の均等償

却。 

  

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  定額法 同左 

４．繰延資産の処理方法   新株発行費 

  ───  支出時に全額費用として処理しており

ます。  

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1） 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

  

──── 

  



項目 
前事業年度

（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

  (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

  

従業員の賞与の支給に備えるため、支給

見込額の当期負担額を計上しておりま

す。 

  

       同左 

  

  (3) (3)役員賞与引当金 

  

─────  役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当期負担額を計上し

ております。 

  

  (4) (4)ポイントカード引当金 

  

─────   販売促進を目的とするポイントカー

ド制度により付与したポイントの使用

に備えるため、未使用のポイント残高

に対して、過去の使用実績率に基づき

将来使用されると見込まれる額を計上

しております。 

  

  (5) (5)閉鎖店舗損失引当金 

  

─────  店舗閉鎖に伴う損失に備えるため資

産内容等を勘案して、損失見込額を計

上しております。 

  

  (6)退職給付引当金 (6)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務に基づき計

上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生時から費用処理す

ることとしております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしておりま

す。 

       同左 

  (7)役員退職慰労引当金 (7）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  

  

  

  

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

     同左 



会計処理方法の変更 

  

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

  

  

──── 

（役員賞与に関する会計基準） 

 役員賞与は従来、株主総会の利益処分案決議により

未処分利益の減少として会計処理しておりましたが、

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（平成

17年11月29日企業会計基準第４号）に基づき、発生時

に費用処理することとしております。 

この結果、従来の方法と比較して、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれぞれ54百万円減少して

おります。 

  

  （ポイントカード引当金） 

 従来、販売促進を目的とするポイントカード制度に

より付与したポイントについては、その使用時に費用

処理しておりましたが、当事業年度において磁気ポイ

ントカードシステムが新たに導入され、ポイントカー

ドの使用見込額の合理的な算定が可能になったことか

ら、より合理的な期間損益計算と財務内容の健全化を

図るため、当事業年度より未使用のポイント残高に対

して、過去の使用実績率に基づき将来使用されると見

込まれる額を計上することに変更いたしました。 

 この変更により、従来と同一の方法によった場合と

比較して、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

はそれぞれ131百万円減少しております。 

 なお、新たに導入されたポイントカードシステムが

当下半期からの本格稼動となったことから、当中間会

計期間は、従来の方法によっております。  

 従って、当中間会計期間において当事業年度と同一

の方法によった場合と比較して、当中間会計期間にお

ける営業利益、経常利益及び税引前中間純利益はそれ

ぞれ291百万円多く計上されております。 

  

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、15,323百

万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

（貸借対照表）   

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16

年６月９日法律第97号）の施行により、証券取引法

第２条第２項において、投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資を有価証券とみなすこと

とされたことにともない、前事業年度まで「出資

金」に含めておりました投資事業組合への出資金

（前事業年度15百万円、当事業年度14百万円）を、

当事業年度より「投資有価証券」に含めて表示して

おります。 

  

  

──── 

  

  

  

  

  

（損益計算書）   

１.前事業年度まで営業外収益において区分掲記して

おりました「受取手数料」は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため、「その他」に含めて

表示することにいたしました。なお、当事業年度の

「受取手数料」の金額は3百万円であります。 

  

２.前事業年度まで営業外収益において区分掲記して

おりました「什器受贈益」は、重要性が低下したた

め、「その他」に含めて表示することにいたしまし

た。なお、当事業年度の「什器受贈益」の金額は３

百万円であります。 

  

３．前事業年度まで営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「事故弁償金」は営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記すること

にいたしました。なお、前事業年度における「事故

弁償金」の金額は0百万円であります。 

  

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年６月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が81百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれぞれ81

百万円減少しております。 

  

  

  

──── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

前事業年度 

（平成17年５月31日） 

当事業年度 

（平成18年５月31日） 

※１．担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１． 

  

  

建物 114百万円

土地 271百万円

計 385百万円

  

──── 

上記に対応する債務   

  

  

長期借入金（一年内返済予定

長期借入金を含む） 
143百万円

計 143百万円

   

  

  

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２． 

  

  

授権株式数 （普通株式） 13,430,000株 

発行済株式総数 （普通株式） 5,548,557株 

  

──── 

  

  

※３．自己株式 ※３． 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式31株で

あります。 

──── 

  

４．配当制限 ４． 

 有価証券の時価評価により、純資産額が6百万円

増加しております。 

 なお、当該金額は、商法施行規則第124条第３号

の規定により配当に充当することが制限されており

ます。 

──── 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１．他勘定振替高は販売費及び一般管理費（広告宣伝

費）への振替であります。 

  

※１．他勘定振替高は販売費及び一般管理費（広告宣伝

費）への振替であります。 

  

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 
  

  

建物 １百万円 

工具器具備品 １百万円 

計 ２百万円 

  

建物 0百万円 

車両運搬具 0百万円 

工具器具備品 0百万円 

計 0百万円 



（株主資本等変動計算書関係） 

  当事業年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

  （注）平成17年７月20日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

  

  ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

     該当事項はありません。 

  

  ３．配当に関する事項 

  （1）配当金の支払  

  

   （2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

       次のとおり、決議しております。 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

発行済株式     

 普通株式 5,548,557株 5,548,557株 ― 11,097,114株 

合計 5,548,557株 5,548,557株 ― 11,097,114株 

自己株式     

 普通株式 31株 31株 ― 62株 

合計 31株 31株 ― 62株 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成17年８月26日

定時株主総会 
普通株式 277百万円 50円 平成17年5月31日 平成17年8月29日 

決議 
株式の 

種 類 

配当の 

原 資 

配当金の 

総  額 
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年８月25日

定時株主総会 
普通株式 

利益 

剰余金 
310百万円 28円 平成18年5月31日 平成18年8月28日 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 
  

  

（平成17年５月31日現在）

 現金及び預金勘定 5,300百万円 

 現金及び現金同等物       5,300百万円  

   

（平成18年５月31日現在）

 現金及び預金勘定 6,788百万円 

 現金及び現金同等物       6,788百万円  

※２． 

──── 
※２．㈱アイロムロハスからの事業の譲受により増加

した資産の主な内訳 

  

  

商品 8百万円 

工具器具備品 0百万円 

営業権 276百万円 

資産合計 285百万円 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具器具備品 1,824 895 928 

その他 151 21 130 

合計 1,976 917 1,059 

取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

工具器具備品 1,811 964 847 

その他 255 64 191 

合計 2,067 1,028 1,039 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 352百万円 

１年超 727百万円 

合計 1,080百万円 

１年内 374百万円 

１年超 690百万円 

合計 1,064百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 412百万円 

減価償却費相当額 387百万円 

支払利息相当額 26百万円 

支払リース料 422百万円 

減価償却費相当額 400百万円 

支払利息相当額 25百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

  

  

  （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年５月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日） 

 該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の 

(1)株式 22 34 11 

(2)債券 

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

小計 22 34 11 

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの 

(1)株式 0 0 △0 

(2)債券 

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

小計 0 0 △0 

合計 23 35 11 

  貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券 

非上場債券 200 

(2)子会社株式 50 

(3)その他有価証券  

非上場株式 20 

その他 14 

  １年以内（百万円） 
１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超（百万円） 

１．債券  

(1)国債・地方債等 ― ― ― ― 

(2)社債 ― ― 200 ― 

(3)その他 ― ― ― ― 

２．その他 ― 14 ― ― 

合計 ― 14 200 ― 



当事業年度（平成18年５月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年６月１日 至平成18年５月31日）   

    該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるも
の 

(1)株式 22 42 19 

(2)債券 

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

小計 22 42 19 

貸借対照表計上額が
取得原価を超えない
もの 

(1)株式 0 0 △0 

(2)債券 

① 国債・地方債等 ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

小計 0 0 △0 

合計 23 43 19 

  貸借対照表計上額（百万円） 

（1）子会社株式 50 

（2）その他有価証券  

    非上場株式 20 

    その他 9 

  1年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１．債券     

 (1)国債・地方債等 ― ― ― ― 

 (2)社債 ― ― ― ― 

 (3)その他 ― ― ― ― 

２．その他 ― 9 ― ― 

合計 ― 9 ― ― 



（デリバティブ取引関係） 

  前事業年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）及び当事業年度（平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

   当社は、デリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

  当社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用いたしております。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（ストックオプション等関係） 

 当事業年度（平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

  該当事項はありません。 

  

  

  前事業年度 

（平成17年５月31日） 

当事業年度 

（平成18年５月31日） 

(1)退職給付債務（百万円） △353  △435  

(2)未積立退職給付債務（百万円） △353 △435 

(3)未認識過去勤務債務（百万円） △24 △16 

(4)未認識数理計算上の差異（百万円） 46 44 

(5)退職給付引当金（百万円） △331 △407 

  前事業年度 

（自 平成16年６月１日 

至 平成17年５月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年６月１日 

至 平成18年５月31日） 

退職給付費用（百万円） 70 88 

(1)勤務費用（百万円） 62 75 

(2)利息費用（百万円） 7 9 

(3)過去勤務債務の費用処理額（百万円） △8 △8 

(4)数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 8 12 

  前事業年度 

（平成17年５月31日） 

当事業年度 

（平成18年５月31日） 

(1)割引率 2.5％ 2.5％ 

(2)退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準   期間定額基準 

(3)過去勤務債務の処理年数 発生年度より５年 発生年度より５年 

(4)数理計算上の差異の処理年数   発生年度の翌期より5年   発生年度の翌期より5年 



【関連当事者との取引】 

  前事業年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）及び当事業年度（平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

  該当事項はありません。 

  



（税効果会計関係） 

  

（持分法投資損益等） 

  前事業年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）及び当事業年度（平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

   当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

  前事業年度（自平成16年６月１日 至平成17年５月31日）及び当事業年度（平成17年６月１日 至平成18年５月31日） 

  該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（平成17年５月31日） 

当事業年度
（平成18年５月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円） 
  

  

繰延税金資産   

未払事業税否認 84 

未払賞与否認 148 

役員退職慰労引当金否認 75 

退職給付引当金否認 132 

投資有価証券評価損否認 12 

その他 69 

繰延税金資産計 522 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △4 

繰延税金負債計 △4 

繰延税金資産（負債）の純額 518 

  

繰延税金資産   

未払事業税否認 104 

未払賞与否認 166 

ポイントカード引当金否認 53 

退職給付引当金否認 165 

役員退職慰労引当金否認 91 

投資有価証券評価損否認 12 

その他 82 

繰延税金資産計 677 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △7 

繰延税金負債計 △7 

繰延税金資産（負債）の純額 669 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％） 
  

  

法定実効税率 40.6 

（調整）   

留保金課税 3.8 

住民税均等割 1.3 

交際費 0.1 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

46.5 

  

法定実効税率 40.6 

（調整）   

留保金課税 4.3 

住民税均等割 1.2 

交際費 0.1 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

46.9 



(１株当たり情報) 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

  
１株当たり純資産額 2,362円73銭

１株当たり当期純利益 401円06銭

１株当たり純資産額 1,380円84銭

１株当たり当期純利益 224円03銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成17年７月20日付で普通株式１株につき２

株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期の１株当たり情報については以下のとおりとな

ります。 

  １株当たり純資産額 1,181円36銭

１株当たり当期純利益 200円53銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  前事業年度 
（自 平成16年６月１日 

 至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 

 至 平成18年５月31日） 

当期純利益 2,279 2,486 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 54 ― 

（うち利益処分による役員賞与） （54） （―） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,225 2,486 

期中平均株式数（株） 5,548,526 11,097,052 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
─── ─── 



（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日） 

 平成17年４月18日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

 平成18年４月12日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

1.平成17年７月20日付をもって普通株式１株につき２株

に分割します。 
1.平成18年６月１日付をもって普通株式１株につき２株

に分割します。 

 （1）分割により増加する株式数  （1）分割により増加する株式数 

    普通株式        5,548,557株     普通株式        11,097,114株 

 （2）分割方法  （2）分割方法 

 平成17年５月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主の所有株式を、１株

につき２株の割合をもって分割する。 

 平成18年５月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載または記録された株主の所有株式を、１株

につき２株の割合をもって分割する。 

２．配当起算日 ２．配当起算日 

   平成17年６月１日    平成18年６月１日 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前期における１株当たり情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当期における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前期における１株当たり情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当期における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 
  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

1,006円04銭 

１株当たり当期純利益 

209円22銭 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 

1,181円36銭 

１株当たり当期純利益 

200円53銭 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

590円68銭 

１株当たり当期純利益 

100円27銭 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 

      690円42銭 

１株当たり当期純利益 

112円01銭 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

グレートアンドグランド㈱ 360 20 

㈱ジップ・ホールディングス 31 17 

㈱横浜銀行 11,700 9 

㈱カワチ薬品 1,800 7 

大正製薬㈱ 1,100 2 

クラフト㈱ 1,000 2 

寺島薬局㈱ 1,000 1 

㈱サンドラッグ 400 1 

㈱ＣＦＳコーポレーション 1,000 0 

㈱マツモトキヨシ 200 0 

㈱セイジョー 110 0 

エスエス製薬㈱ 43 0 

計 18,744 63 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価証
券 

その他 
有価証券 

ＶＣクラブＳＳＭ投資事業 20 9 

計 20 9 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．建物の当期増加額のうち主なものは、新設店舗等の建物取得57百万円並びに内装設備等取得287百万円であります。 

    ２．工具器具備品の増加額の主なものは、新設店舗の備品取得283百万円であります。 

    ３．営業権の増加額は、調剤薬局の事業の譲受によるものであります。 

     

  

【社債明細表】 

  該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 3,934 388 22 4,300 1,408 301 2,892 

構築物 632 34 0 666 329 73 336 

車両運搬具 5 ― 1 3 3 0 0 

工具器具備品 1,872 373 12 2,233 1,134 337 1,099 

土地 1,334 ― ― 1,334 ― ― 1,334 

有形固定資産計 7,779 796 36 8,539 2,875 713 5,663 

無形固定資産        

営業権 ― 276 ― 276 55 55 221 

借地権 44 ― ― 44 ― ― 44 

ソフトウェア 64 40 7 97 37 15 59 

電話加入権 25 0 ― 26 ― ― 26 

無形固定資産計 134 317 7 445 92 71 352 

長期前払費用 583 113 55 641 77 35 564 

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の１年毎の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

  

【引当金明細表】 

  

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 44 43 2.75 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 287 243 2.75 平成23年12月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 332 287 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 46 51 54 58 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 4 － 4 ― ―

賞与引当金 54 60 54 － 60

役員賞与引当金 ― 54 ― ― 54

ポイントカード引当金 ― 131 ― ― 131

閉鎖店舗損失引当金 ― 5 ― ― 5

役員退職慰労引当金 184 41 ― ― 226



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

③ 商品 

  

区分 金額（百万円）

現金 1,504 

預金の種類 

当座預金 13 

普通預金 5,269 

小計 5,283 

合計 6,788 

相手先 金額（百万円）

商品券（ビール券、お米券 他） 213 

国民健康保険団体連合会 156 

社会保険診療報酬支払基金 143 

クレジット各社 113 

その他 45 

合計 672 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

394 4,200 3,922 672 85.4 46 

品名 金額（百万円）

医薬品 2,624 

化粧品 3,028 

食料品 1,151 

日用雑貨品 1,330 

その他 1,031 

合計 9,166 



  ④ 貯蔵品 

  

⑤ 長期貸付金 

  

⑥ 敷金及び保証金 

  

⑦ 買掛金 

  

区分 金額（百万円） 

ポイント券・カード 71 

合計 71 

相手先 金額（百万円）

石田イネ子 78 

アセットマネジメント㈲ 78 

㈱有井製作所 73 

㈲ハックベリ 71 

櫻井公暢 69 

その他 2,796 

合計 3,167 

相手先 金額（百万円）

中山万吉 84 

㈱エム・エフ・リース 75 

日本流通産業㈱ 50 

東京花王販売㈱ 40 

㈱ワットマン 40 

その他 2,633 

合計 2,923 

相手先 金額（百万円）

㈱パルタック 1,764 

㈱大木 1,410 

三井食品㈱ 1,039 

㈱あらた 916 

サンキョーフーズ㈱ 639 

その他 7,395 

合計 13,166 



(3）【その他】 

     該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ５月31日 

定時株主総会 ８月中 

基準日 ５月31日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券

中間配当基準日 11月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることが

できない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に

掲載して行う。なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そ

のアドレスは次のとおりです。 

http://www.create-sd.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

  当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第22期）（自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日）平成17年８月29日関東財務局長に提出 

 （2）半期報告書 

   第23期中（自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日）平成18年２月20日 関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年８月２６日

株式会社 クリエイトエス・ディー     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川野 佳範  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社クリエイトエス・ディーの平成16年６月１日から平成17年５月31日までの第22期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社クリエイトエス・ディーの平成17年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年８月２５日

株式会社 クリエイトエス・ディー     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 杉田 純   印 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 川野 佳範  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社クリエイトエス・ディーの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行

った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社クリエイトエス・ディーの平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会

計基準により財務諸表を作成している。 

２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、ポイントカード制度により付与したポイントについて、

従来、その使用時に費用処理していたが、当事業年度より未使用のポイント残高に対して過去の使用実績に基づき

将来使用されると見込まれる額を計上する方法に変更した。 

３．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及び貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を

作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 
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